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社 会 政 策 思 想 家 に よ る 労 働 運 動 論 の 展 開 （上 )

•明 治 3 8 年から大正 5 年まで -

池 田 信

はじめに

I 労働組合論，

1 労働組合につV、ての一般論 

U)労働組合存立の根抛について 

(2)組織形態と構造について 

(3>機 能 に つ い て '
(4}組合の起源について 

2 日本の労働組合運動について 

3 鈴木文治の労働運動論(以上本号） 

n ス.トライキ論

1 えトライキについての一般論（以下次号) 
2 調f f . 仲裁制度について 

3 治安警察法への批荆 

4 日本のストライキの特質

• は じ め に

- ■  ■
• . -

日本の社会政策思想家による労働運動論は, すでに明治 2 0年代中ごろにその萌芽を， さらに日 

清戦後期にその展開をみせていたが， 日露戦争後には労資の対立激化に刺激されながらいっそうの 

展開を示すこととなった。

日露戦争勝利によっ，て日本は韓国を事実上併合し，満蒙に特殊権益を獲得してアジアへの帝国主 

義的進出をすすめた。工業は，草事休制強化, アジア市場への進出に刺激をづけ，さらに外資導入, 

保護関税，アメリカ市場への進出などにささえられて，大きな発展をとげた。重工業，軽工業，鉱 

山業，運輸業，電力業などがいもじるしい発展を示したが，それは新しい生産方法，組織の導入， 

動力の電力化をともない，さらに勒績業はじめ多くの産業さ独占体制をもたらすものでもった。こ 

のような産業的諸条，件の変化に対ほ; 労資の対抗関係も新たな展開をみせるようになる。

日本の労働運励は, 初期の階ではその運動の目的においては(り自主的組織の教育活動による生 

ま者と'しての自己陶冶と，（2)ストライキを武;器としての労働諸条件の維持* 改善とに，運動の方法

-  33 (477)—
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社会政策思想家による労働運動論の展簡（上）

においては(り知識人による意識性，組織性，計困性の外部からの注入と，（2》ストライキとしての労 

働者の闘争エネルギの爆発とに分立して :io'り，両極をゆれうどきながら展開している。 日露戦争 

終了；̂>\ら灰爱会の緒成にいたるまでは労働組合運動は例外的でしかも微弱であり，むしろこの時期 

の労働運動の特質は，自然発生こ的な，往々にして暴動をともなうストライキにあった。

明治 3 9年から 4 1年にかけて，重工業•鉱山業の大経営体において激しいストライキがあいつい 

で起こった。これらはい(1)戦争終結にともなう労働諸条件の悪化，（2)労働者の権利意識の伸長，（3》 

産業的諸条件の変化と労働者の権利意識のイ中長とに対応した支配• 管理体系の未確立，によるもの 

であった。労働者の教-育水準，権利意識は向上していたが，彼等はなお自律的には不十分にしか運 

動における意識性，組織性，計® 性を獲得することができないで，むしろ暴動的行為によってその 

不満を一時的に爆発させたにすぎなかった。 しかし一時的な爆発にすぎなかったとはいえ，彼等 

は金業の管理者および国家権力と対特したのであり，そのなかで資本家階級および国家への階級的 

対立とII分たちの階級的一体性とを感性的なものではあるが，学びとっている。 したがって，これ 

らの闘ホは日本における労働者階級形成への一基因をなすものとして重要である。なお，ストライ 

キは明治4 4年，4 5年にも昂楊をみせている。

社会政策思想家の問題意識を刺激したものは，これにとどまらなかった。社会主靠運-励はなお労 

働者の運動に直接に方向3 けを与えるほどの指導力をもたなかった力';,明治3 9年には日本社会党 

が結成きれ，約 1 年にわたって公然とした活動がなされている。その活動のなかで，議会政策を重 

視し，合法的话動をとくこれまでの考えにたいして，これを批刹し，積極的に直接行動の必耍をと 

く考えが影響力をもちはじめた。国家権力による弹圧，とぐに大事件によって社会主義運動はニ 

時衰退したが，開明的知識人たちは弾圧によってこの運動をなくせネとは考えていなかった。国際 

的には，欧米諸1$1において共産主義，社会民主主義，サンディ力リスムの影響力が強まり,ロシア 

では本命的昂揚がみられた。労資関係がもっとも安定した国といわれていたイギリスにおいてさえ， 

労働不安とよばれる情勢が.生まれてくる。 このような旧際的動向から， 日本においても勞働問題の 

将来についての懸念がいっそう強まってきたのでjbる。

日本の社会政银学会は明治4 0年に雄 1.回矢会をひらくまでに発展していた力';,学会長の関心は 

労働者保護立法に,とどまらないで，労働運動にも强く示されるようになった。被等によってストラ‘ 

イキ，労働組合についての時局的発言が'活発になされるようになった。学問的にも, 労働組合論， 

ストライキ論はいっそう綿密に， しかも体系的になされるようになっている。また，たんに先進諸 

国の連動と理論から学ぶだけでなく, r：i本の労働迎動とそれをささえる産業的，社会的基盤の分析 

と，今後における日本の労働組合迎励のあり方の究明とをなすまでにすすんできている。さらに学 

会員でる齡木文治は，大正ずィjiに労働組合を7志向し，さしあたっては教育浦励を主とする労働者 

の机織= 灰愛会を結成するが, それは戦後の社会政策思想家による'另•網迪励g jの股開に励まされて
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社会政饿思想家による労働運動論の展開（上）

のことでもった。

以下， 日露戦争終了から友愛会初期にいたるまでの社会政策思想家による労働組合論，ストライ 

キ論の展開とその特質とを明らかにしてゆきたい。

労 働 組 合 論

1 労働組合Iこついての.一般論

労働組合については，すでに明治20 年代中期に社会政ま思想家によってその必要がとかれはじ 

め， 日淸戦後期には高野岩三郎，桑田熊蔵らがいっそう詳細に論じ，高野房太郎j 片山潜が労働組

合運動に身を投じ，この時期に結成された社会政策学会も組合運動が社会政策を構成する一要ぎで
( 1 ) ■

あることを公式に表明.するにいたっている。 しかし，これらは労働組合の必要を強調する時局的発

言の城を大きくこえでるものではなかった。 日露戦争以後の時期においてはじめて本格的，体系的

な研究が時局的な発言とならんで積極的になされるようになったのである。この時期には，労働組

合が，（り時論として—— 堀江帰一V 関- - 「職工組合の設立は奨励す可きか」『新日本』明治4 5年 7

月，など—— , ( 2)学術論文として一~ - 気貧勘重「労働組合ヲ論ズ」『国民経済雑誌』明治 3 9年 9 ,
, - ■ ■ ■ • 

10月，戸田海市「労働者団結権ト治安警察法」『京都法学会雑誌J1明'治 43.年11月，など一一(3)み

-桑田熊蔵『エ藥経'済論』明治4 0年 3 月，関 一 『工業

-山県憲一*『職

ずからの学説の体系的叙述の一環として

政策』大正 2 年，など一一，さらには(4)もっぱらこのチーマを扱ゥた著書として- 

エ組合論』大正 4 年—— 論ぜられている。以下， 4 項目に分けてこれらの労作の特質を明らかにし 

てゆきたい。 ‘ ...

じ)労働組合存立の根挪について

これについては，桑田はル3  . プレンタノ  03^ 論に依拠しながら労働者を労働力商品の売者 

としてとらえ，との商品が労働者の身体と一体化していもという特殊性にもとづき,その販売者で 

あるポ働者はその取引きにおいて不利な立場にたつので,「労ガノ売買ヲシテ商品ノ売買ト同一ナ

ラシメ労働者ト資本家トノ関係ヲシチ商品ノ売手ト買手トノ関係ノ如ク対等ノ地位ニ立タシムルJ
(2 )

ために面結をして'3^働組合を結成するにいたると述べている。桑HIのこのような見解はこの時期の 

社会政策思想家による労働組合支持論のほぽ共通した理解となっている。 ‘

このような見解は，労働組合運動を資本主義社会の原則にそくした労働者たちの当然の市民的， 

経済的運⑩としてとらえることによってその史的，経済的意義を明らかにし，さらに当時強い影響

法（1 . ) このことについでは，つぎの論文を御参照いただきたい；

( i ) 池imff 木社会政策思想の始点一 明治20律代ホ期の工場法支持論J 本労働ぬ会雑誌』昭H147ギ7月,
( iり 同 nn请戦後期の；M:会政策思想J f■社会科学論集j 昭和16雄12月， .

(2 ) 桑 34iKo , . '

35(479)'



社会政策思想家による労働運動論の展開（上）

力をもっていた労働組合無用論• 有害論に有効な批判を加えている。 しかし他方において，この見 

解は労働者を労働力商品の販売者としてとらえることから，商品販売者としての経'^人的な意識 

と行為とが労働者にとって本質的であるという理解へと導びかれる。人間を経済人に還元し.て考え 

る古典経済学派を批判する新歴史学派として，社会政策思想家は労働者を全人的にとらえようとは 

するのであるが，商品販売者としての意識と行為を原理とするかぎり，その他の側面はいきおいニ 

次的なもの，附腿的なものとならざるをえなくなる。労働者は労働力商品をま売することによって 

資本の自己増殖運勤のなかにくみこまれるが，このなかで彼等は資本制的な蓄積を支配一 被支配， 

収奪一被収奪の関係の拡大再生産過程としてとらえ，資本の支配からみずからを解放しようとする 

自己意識を獲得できる根拠をもっている。 しかしながら，前述の見解にたつ社会政策思想家はこの 

根拠を否定し，現実に存在する労働者の反資本主義的な意識と行為を偶然的なもの，反本質的なも 

のとして片附けてしまうことになる。 とはいえ，第 1 次大戦後に "労働者によ. る管理"ニ workers， 

controlの思想がつよく労働者をとらえるようになると， 社会政策思想家もこれを無視できなくな

り，資本主義の样内で労i i)者のこのような意識に对処するという課題をになった労働組合論をあら
( 3 )  ■

たに構築しなければならなくなる。 したがって，本稿が考察の対象としている日露戦争後から友愛

会初期までの時期は，賞金労働者を労働力商品販売者としての経済人に一元化してとらえる考えが 

社会政策思想家をもっとも強くとらえた時期であったということができよう。

(の組織形態と構造について

桑田は以前から職業別組合を規範的な組合としてきたが， の時期においても，イギリスにおけ 

る新組合主義の拾頭， ドイツにおける社会主義を指導理念とする労働組合運動の隆盛，フランスを 

中心にしたサンデイカリスムの影響力増大に注目しながらも， これらの理念と運動を偶然的なもの, 

本質からはずれたもの， したがって克服すべきものととらえており，依然としてイギリスが「職工 

組合ノ粗国J であり，「職工組合ノ組織ュ就キチハ各組合ノ間ュ多少ノ異同アリト雖モ，要之スル 

ュ同一職業ヲ標準トシチ組織セラレタル労働者ノ団体ナリJ となして他の組織形態について論ずる 

ととなく，ただちにイギリスの職業別組合をモデルにして論をすすめてい(I)。堀 江 帰 一 （段應義塾

大学教授, 社会政策学会員〉もおなじく組合を「同一種類の職業に従事する者の団結J と定義して論
(5)

をすすめている。

しかし，独占資本主義が確立するにつれて職業別組合主義の支配的な地位はイギリスにおいてさ 

えくずれつつちり，社会政策思想家としても，他の組織形態に論及しないわけにはゆかなノなる。 

気質助重（慶應義塾大学教乾社会政策学会員〉は，つぎのように3 類型に分けている„

注（3) •この点については別に論ずる予定である。

( 4 ) 象m, m m  342頁,
( 5 ) 本節では特記しないかぎり，卯nは本節のはじめに揭げた諭文からおとなゥている。リI用の；P：は，箸書からのもめの 

み記す* .

36(480)
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社会政策思想家による労働運動論の展開（上） 

r(職業別組合のはかに）現今'^於チハ此他ニ尚ホ二種ノ仕組アリーハ丄経営ノ下ュ労働スル各種 

ノ労鶴ヲ一括シテ組合ヲ組纖シ，然ル後漸次全国ュ於ケル同種経営ノ従業労働)者一切ヲ糾合セ 

.ントスルモノこチ，余ノ一ハ労働ノ種まニ頓卷ナクー切ノ'労働者ヲ糾合組織セントスルモノ即 

チ是ナリ。（職業別組合は英国式であり, つぎに)第ニノ組織ハ広ク米国ニ行ン、レチ米国式ノ称アル 

鞋ナレドを第三ノ組織ュ至リチン、其性質寧ロ社会党ュ近ク，社会党ノ運動ト連帯シチ僅ニ填太 

禾Ijュ其実ヲ拳ゲタルモ，組合員ノ数少ナク団結亦甚ダ擎固ナラザルノ状アリJ 

このように，職業別組合，産業ヌij組合，一̂般組合の三つに分けている。 しかしながら，それぞれ 

を詳細に論ずることなく，ィギリスの職業別組合を「本来ノ労働組合，純枠無雑ナル労働組合ノ模 

型J となして'， もっぱらここr 焦点をしぼって論じている。社会政策思想家のイギリス型職業別組 

合への崇拝がいかに強いものでちったか，ここにしることができよう。

しかしながら，独占資本主義段階の廣業的諸条件めうちにあっては,労働力商品販売者的立場に 

徹するものにとっても職業別組合の限界を覚らざるを得なくなるのであり，ことに組合運動を一国 

の生ま力の増強と調和させようとする社会政策思想家にとっては,その限界を看過できなくなって 

くる。関一（東京高等商樂学校教授，社会政策学全員）と山県憲一  ̂ (神戸高等商業学校講飾，社会政策学会員） 

とは, 組合の組織形態を職業別組合と産業別組合とにわけ，前者を高く評価しながらもそめ限界に 

ふれてい(I)。以下，関め主張にそってその考えをおってみよう。

「現今に於ては次の二種の制度を見る* 即ちB 同種類の職業に従事するものを結合するものと， 

t：)同種類の企業に従事するものを結合するもの是なり， . .….英国にてはB の組織最も広く行は 

れ，米国に於ては近年(=)の組織起り，純然たる Trade U n io nに対して之を Industrial Union 

と称す又独逸にては一時 Branehenorganisationと Indust^jieverMndeとの得失に関する争論 

盛なりしも後者の勢力盛なる傾向あり」

「職業組合は同一の職業的技能を有するものの組合なるを以て.‘，…企業者の対抗上特殊の利 

益あり。然れども之と同横に往時の同職組合（Oaft Union) と同様なる欠点を有するを免れず 

して，各組合は或職業に関する組合員の権利を主張し，之が為に紛擾を惹起すこと少からず。 

英国に於ては1890年代タィン河附近の進船所に於て職工組合間の仕事の分界に就て紛擾を生じ, 

ffi•々同盟罷業の原因となりたることあり」’ •

他方，産業別組合にふれ, 「此組織は同盟罷業の際に種々の便宜を有するは論を俟たざるぺく， ‘ 

階級戦♦ の機関として労働者問の職業上の塞別を認めず,労働者が一団として企業者と対立するを 

得べしJ と評価している。 ところでこの2 種の組纖形態の相違は「国情又は沿ぜ义等J の相違による 

ものであり，し概に其得失を決すべからず」であるが，現実の展開において対立す‘る两者の特賞 

の相冗浸透がみられることを指摘している。

法（6 ) . 眺前揭書，下巻< 309直以下。山縣，前抵書，37K以下。 ' 、
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社会政策思想家による労働運動論ĉ JII開 （上）

「英■ の終績工場に使用せらるる労働者は其作業の種類に依り各別の組合を設くるも， Cotton 

Workers* Associationなる連合組合を組織し，各組合は夫々雇主と集合協約を取错び, 且つ， 

各別の資金を有するも，一度必要起る時は共同して廣主に当るが如し。义独逸の♦業組合り組 

織に於ても大組合は其内部に職業を基礎とする部会を設くるものちり，されぱ商組織は相互に 

他の制度の長所を採用し欠点を捕ふを要するを見るべきなり」

このように，社会政策思想家のうちにおいてもィギリス型職業別組合への崇I fがゆらぎはじめ， 

独占資本主義段階の産業的諸条件に適合した形態の組織力; もとめられるようになってきている。 と 

はいえ，開，山県はともに社会政策思想にたつものとして, 社会主義，サンディ力リスムを組合の 

指導理念とすることを峻拒しつつ組合運勘の意義を労働諸条件の維持• 改言にもとめ,このような 

立場から新しい産業的諸条件に適合した職業別組合主義をもとめている。産業別組合については， 

その現実的な後割に着目'しながらも, 上述の立場から批判的に検討を加えているのである。山県は 

以上のような見地からゥょップ夫妻の定義を援用し補V、ながら，労働組合をつぎのように親定し 

ャぃる。

‘ 「職工組合とは履傭条件の維持若くは改善を目的とする職業別若くは事業別Iこよる賞銀労働者

の永統的団体なりJ (強調は弓’I用者による。なおこの個所はクツプ夫妻の定義に山県が附加したもの）。

労働組合の構造と運営とについては，おなじく関と山県とが論じているが，いずれも組合の効率

的な運営と平組合員による管理との対立と統一を基軸にr産業民主制」の成長をみるゥエップ夫妻 
(8)

の研究に大きく依存しており，ここでとくに取り上げるほどの内蓉と特質はない。労働組合運動の 

なかで労働者が自主的，民主的に自分たちの組織を運営できる能力を身につけることを重視してい 

る点を指摘するにとどめる。

(3)機 能 に つ い て ’

. 労働諸条件の維持♦改善という目的を遂行するために，労働粗合はどのような機能をもつのであ 

ろうか桑田は，職業紹介と共済活動とによって組合員り団紹と労働力供給の調整♦ 規 制 を : : ， 

ることを基礎にして「職工組合ハ労働条件ニ関スルー定ノ準則ヲ定メ，組合員ヲシテ之ュ基キチ資 

本家ト労働ノ契約ヲ結ハシムルヲ常トスJ と主張しており， こcpかぎりでは労働力供給規制にもと
ラテク'

づく組合による労働譜条件の一方的な規制をとく古典的職業別組合主義に立脚しているかのように 

おもわれる。 し か し 独 5^資本主義段階の産業的諸条件下にあっでは，イギリスの赖業別組合です 

ら一方的鋭制は困難'となっており，団体交渉による双方的な规制によらざるを得なくなってきてい 

る。桑 IIIは，資本家が労働I I合の定めた準则に従わないぱあいには, r j：場主ニ交渉シ協議ノ手段ヲ

足クシ已ムヲ得ザルュ及ンデ始メ r 罷エヲナスJ と述べて，回#:交渉を組合j cよる一方的規制を

注（7 ) Sidney and Beatrice Webb, The History 6f Trade Unionism, 1891
( 8 )  ditto,Industrial Democracy, 1897.
( 9 )  m u , 345真。
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. 社会政策思想家による労働運動論の展開（上） ■

補完するものとしてとらえているが，• -方的規制をなしうる甚盤が失われている状況では，おのず 

から双方的媒制を中核にすえざるをえなくなる。事実，日本の労働組合のあり方を論じた別の論文 

においては，「労働条件ノ改良ハ労働者‘(文脈からいえぱ労働組合. 引用者） ト資本家トノ協商ヲ.俟ク. 

チ始メチ行ハレルコトJ と述べ，団体交渉を一方的規制よりも重祝しているのである。 しかし， BJ 

体交渉をその成果としての労働協約i 明確に関連づけて諭じているわけではない。いわぱ労働組合 

.の 定めた準則にもとづく契約から労働協約にもとづく契約にいたる模索過程にあるのでちり，堀江， 

関もこの過程からぬけきゥていない。

これにたいして，気賀は0 体交渉による労働協約の綺結を労働組合の中心的な機能として論じて 

いる。

「組合ヲ組織セル者ガ元来社会ニ其数少ナキ情純（熟練. 引用者）労働者ニシチ企業家ノ之ニ依 

頼スルコト深キ場合ニハ，此制度（失業手当制度，引用者〉ユ依リチ労働ヲ拒否セル僅数ノ労働者 

ニ給与ヲ与フルノ举モ亦自ラ供給ノ減少ヲ惹起シチ, 労働条件ノ改良ヲ促スノ功ヲ奏スルコト 

ナキニ # ザルTijキそ職労働者ノ数多数ナル場合ニハ斯ル手段ハ到底®々之ヲ実行シ得可キモ 

ノ.ニ まズ，従チ其効果モ決シチ充分ナルモノ ニ非ズ。是ユ於チカ労働組合ハ第.ニノ手段（第 1 

の手段は共资活動*引用者） トシチ一般ニ団体樊約ナル契約缔結ノ方法ヲ収ルユ至ル。団体契約 

トハ労働者ガ各自銘々企業家ト其契約ヲ綺結スルコトヲ為サズ，団体トシチ企業家又ハ企業家 

ノ団体トー般ノ労働条辟ヲ協定スルヲ云フ。其普通ノ方法ヲ云へバ労働組合ノ当局指揮者ネゾ 

市場ノ形勢9 細心審査シチ，有利ナル労働条件ノ設定望ミ得可キヤ否ヤヲ究メ，若シ望ミ傳可 

シ ト見ル時ハ即チ企業家又ハ其団体ト平和的協商ヲ試ミ，平和的協商望ナキニ至ル時ハ全団体 

ゾ労働者ヲ督シチ同盟罷エノ举ニ出デ所望ノ条件ヲ强行セントスルモノナリ」 •

気貧はこのように労働諸条件規制の中心的方法が組合による一方的規制から団体ま渉による双方 

的規制へと史的に推移していることを明らかにすることによって，桑K らのもつ不明確さ，滞乱を 

克服し，団体☆ 渡とその成果としての労働協約を適確にとらえ，それらを労働組合論のなかに明確 

に位置づけることができたのでもる。

このような考えは，社会政策学者のうちにしだいに一般イ匕しはじめた。戸田海市(京都帝学敦 

授，社会政谈学会員）は 「労働者団結権j について論ずるなかで，「输近開明国ニ於J て労資双ガか 

それぞれに® 結を強めており，「企業者义ハ企業者団体ト労御了者団体トノ間ニモ定ノ箱傭条外ヲ 

綿結スル二至ル。此集合契約ハ先進闺ニ於チハ日々益発連シツツアリチ，学者，ハ一般ニ社会Ij聰ノ 

解決上比樊約ニ喊望スル所大ナリJ . と述べ，そのお的意義と當要性とを強調してい.る。-山ジiり文r職 

エ組合の標準労働条件は組合が独にて之を定むることあり，旗主と協定して之を定むることち 

りJ と述ぺているが，前者についてははとんどふれず, 後 者 の 協 約 J を 「標準労働条件設定 

注 (10〉 象inf麟 r本邦職：;じ組合ノ前途J »■国家学会雑誌j 明治38年 9 月„ «■日本労{ M 動sli料J 第 1 卷 所 ’
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社会政策思想家による労働運動論の展開 (上）

の常態J となして, その全体にわたって詳細に論じている。

との労働協約を画時代的なものとしてとらえ論じたのは福田徳三（後應義熟大学教授，社会政策学会 

員）である。彼は労資関係の本質的な変化を•'労契約より労働協約へ J としてとらえ，r文明面の 

二三」におけるその園期を「十九世紀の末年二十世紀の初年」にみている。彼によれぱ r労働契約 

の時代」では労資の法的な関係は労働契約で、あるにとどまり,法律はそれ以上に関与しないことを 

建前としている。 ところで実際においては労働者な労働力という特殊な商品の販売老であるので取 

引き上不利な立場にたっだけでなく，労働を行使する場において資本家より「人格の束縛J をうけ 

る。 したがっで，労働者は実力で資本家に対抗しようとし，資本家は実力でこれを抑圧する。そこ 

で国家は私法で対処できないところを公法^ り具体的には工場法，社会保険法など—— でおぎ 

なおうとする。 しかしこの場合でもなお労働契約にもとづく関係がなお基礎にある。 ところが 

19世紀末以降労働想合運動が発展し，労資の対立が激化したことにもとづいて，回体交渉，調停 * 

仲裁，最低賃金法などによる協定一一- 彼はこれらを一括して労働協約とよぶ—— が一般化する。 こ 

の場合には，労働契約は形骸化し，その実態は労働協約となる。そして法律的には，私法の欠陥を 

公法で補うことからさらにすすんで，私法の社会化がなされるようになる。すなわち，それは調 

停 • 仲栽法，最低賃金法であり， さらには今後実施されると考えられた労働協約の法制化である。

•■今日の私法を根抵からして覆へして此労働協約をも法律上の原則として認めるやうになれば 

此弊ぎ (̂ネ無くなるのであって，私は予言•者では無いが，他日必ず此法律がさう云ふ風に変って 

来るであらうと断言•するJ

これが福田のいう「労働協約の新時代」であり，彼はさらにこの思想を発展ざせて新しい社会政 

策思想ニ「生存権の社会政策J を構築してゆく。

‘ 日清戦後期においても，高野岩三郎や片山潜は団体交渉を組合の中心的な機能の一っとみていた 

が，彼等とても古典的職業別與合主義の影響から十分にぬけきっていたのではなかった。 日露戦争 

後の時期にいたってはじめて，古典的職業別組合主義はもはや現行の産業的諸条件に適合しないも 

のとされ，団体交渉による双方的規制をとく，変容しっっある職業別組合主義があらたr 受入れら 

れたのである。このような労働組合論の発展は，欧米諸国の労働組合運動において古典的職業別組 

合主義が拷退し，団体交渉ニ労{動協約の占める比重が増大しているのを無視できなくなったことに 

よるが, それはさらにこのことと関述して，日本の社会政策思想家の労働組合論の兆拠が1 9世紀中 

葉のイギリスの古典的職業別組合をモデルにして桃:築されたルH , プレンターノの理論から，'労働 

組合の桃湾と機能との推移をさらにI9 世紀末葉の産寨的諸条件め変化とかかおらせて、論じたクニ 

ップ夫妻の理論へとしだいに推移しっつあったことにもよるのであま。

注 ( 1 1 ) 福川飽三 r労働契約から労®i め約へj 大正がp /1月， 明治大学で講ili;。.その速記錄が*•国家及国家学J 誌にのせら

み，さらに御リ德S 『改訂経済学班究J 大正4 ど! に押錄され*^いる。なお，彼は明治3卿 ‘以降,労fci協約についセ数 

多くの論文を発?̂ 4してぃるが，いずれも上描Mlおよび同t■統経あ学研究J 大正2 イ| i , に収殺されている，
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社会政策思想家による労働運動論の展開（上).

* 時期的にみる'と，プレンターノのD ie Ath&itergilden der Gegenwart. I. I I .が刊行されたのが明洽4 年，

5 年，D ie Gewerbliche A rb e ite r fra g e .が明治15年である。他方，ウ ^■ップ夫ぎの The H istory o f Trade 

U n io n ism が明治27年，，Industriu l D em ocracyが明治30年でもる。ク；c ッ，プ夫妻の労作はすでに日清戦後 

期に刊行されているのであるが, 日本の，当時の社会政策思想家たちがそれを評価するにはちまりにも新し 

すぎる労作であり，ことに同夫まがフ;Cビアン社会主義者であったからなおさら評価には手間どったであ 

ろう。したがって日清戦後期には，時期の点からも，社会政策思想とじての親近性の面からも，日本の社 

会政策学者はその労働組合論をおもにプレンターノによったのでちる。

勞働組合論の以上のような推移は，また古典的職業別組合の制限的慣行へのきびしい批判として

も示される。これをもっとも徹底して論じているのは山県である。彼は「作業速度の制限」「労力節

約の妨害」「徒弟制度」r滅業の独占J などに制限的慣行をみているが，本稿ではとくに徒弟制度に

ついての彼の考えをみておきたい。ここでいう徒弟制度の問題とは，職藥別組合がその職業におけ

る労働力の質と量とを規制して組合の定めた貧金その他の譜条件の水準を維持するための手段とし

てこの制度を用いることの当否の問題である。組合による同制度維持を基本的に肯定するプレンク

一ノ説とそれに反対するウエップ説とを紹介しまたプレンターノ『現今の労働者ギルド』于II行の

時点=  1872年からウ：n ップ夫妻『産業民主制論』刊行の時点ニ1897年への過程において同制度を維

持する組合数が減少している事実を指摘したうえで，ウエッブ説を支持してつぎのように述べてい 
(12)

「徒弟制度は工業教育法として現代め要求r i s ぜざるのみならず，一ffl労働者の労働効程を減 

少するの處あり。其の理由は,

1 徒弟制度は競争の範囲を縮小’じ，適者を競争場裡外に駆遂す。

2 徒弟制度の下に於てほ職工は職を失ふ危険少きを以て技術を練磨せず，怠惰に流れ易し。

3 徒弟制度は労働者数を制限するを以て，企業の拡張を妨げ，大経営の利益を受くる能は 

ざらしむ」

「労働効程の増進を伴はざる労働者の地位の向上」は許すべきではないという「社会政策』の立 

場から，徒弟制度は「労働者の労働効程の発達を阻唐する危険大なる」ので r吾人は職工組合の,此 

手段を排斥し，現今の組合が多く之を採用せざるを喜ぶものなり」とまで断言している。

日本の社会政策思想家は，徒来力、ら労働組合の活動が生産力の増強と矛盾しデぶいで，むしろそれ 

を促すことを弥調しており，したがって古典的職業別組合の制限的行を支持したことはなかっ 

たが，組合の維持する徒弟制度については，その職業教き的な意義を積極的に評価し，また労働者 

の過当競争抑制の効果をとくものが少なくなかった。山県はその職業教育的な意義をも夜定したの 

である。しかし，彼は制服的な慣行には反対している力、;，職業別組合主義そのもクを否定したので 

はない。職業別組合が育ててきた失業手当をふくむ共済制度， 業紹介制度などを高く評価してい 

る。とはいえ，それらを社会政策的見地から検討し，政府の政によってそれ/らを補整し補強す 

~ i ( 1 2 )山縣，前搬1厂 92買。
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社会政策思想家による労働運動論の展開（上）

るようにとくことを怠たってはいない。 ，

組合の政治活動についても，この時期に積極的に請iぜられるにいたっている。資本主義体制変舉 

を意図する政治话動をすること，政治活動を組合の中心的な炒能にすることには反対するが，組合 

の経済活動を推進するのに有利な立法を獲得するための活動は組合の重要な機能の一つであるとす 

る。具体的な活動として，気 賀 は 「組合ノ発達及ビ行動ニ便利ナル立法义ハ行政ノ措廣ノ為二足力 

スルコトJ 労銀，労働時間，労 働 （者）ノ健康，不健康，経営ノ設備，エ#監督者対労働者ノ関係 

等」の改1■きに関するr立法及ビ行政ノ施設」を爱施させるように尽力することを挙げている。また 

関は, 組 合 が f■議会に代表を送り，相当の方法を以て組合員の利益を保全せんとするは当然J と述 

ベている。このように労働組合の政治活動に一定の意義づけを行なっているが，そのよりどころは 

1860-^70年代のイギリスのT ,U ,C .による政治活動にあり，20世紀初頭のイギリス労働党結成へと 

導びく諸情勢については，時論による論及はちっても理論的な解明はなおなされていない。

(4)組合の起源について

労働組合研究の発展につれて組合の本質を史的に究明する方向に関心が示され，より直接にはプ 

レンターノ説へのウュップ夫妻:の批判に啓発されて,労働組合の起源についても考察がなされるよ

うになった。旧はこの問題についての対立する諸見解を簡単に紹介するにとどめてぃるが，山県は
. (13)

それらを綿密に検討したうえ，みずからの見解を示している。

まず， n g tc組合はギルドの後裔なり」—— それは前者が直接に後者から転化したという意味では 

なく， r此等ニ館の団体が同一の事情の下に同一の目的を以て発生したるのみならず,其の組織に 

於ても亦相類似する点多きを以て欺く称するJ — 一  となすプレンターノ説を詳しく紹介ている。‘ 

ついでこれに‘たいして，労働組合をギルドの後身とする歴史的板拠はまったくなく，また類似点を 

もとめても「生活標準の擁護J を目的とレたという以外に共通する点はなく，ことにギルドの中心 

をなしているのは「資本を擁し生産物を売りて生活を営む親方なる階級J であるが「職工組合は. . . • 

'•，雇主の下にある賞銀労働者の組合J であるという決定的な相違を看過しているとして，プレンク 

ーノ説をきびしく批判するゥェップ説を提示している。そして山県は， '> エ ップによる批判を部分， 

的にみとめながらも，プレンターノがギルドと労働組合と,の構成負の階級的性格の相違を無視した 

わけでなく, 彼が労働組合の前身としてとくに注目していたのは，ギルドそのものよりも「クラフ 

ト，ギルドの末期」にイギリスにはなかったが大陸諸® には存在した恒常性をもつ r職人組合J 

—— 親ガになる機会を海われ，事庚上賞金労働者となった職人の利益団体-—— であったと強調して 

いる。. •

山県はみずからの見解として，労働祖合成立の第1 の条件としてr賞銀労働者なる新隙級の存在J
丄

注(13〉 \ m > 前得道I K 以下。なお，ゥa：ップ説は前描の*'労働組合運動史J , プレンターノ説ぱOn t y  Histwy and 
Development of Guilds and th忿 Origin of Tfade Unions, 1870.による，
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. 社会政策思想家による労働運動論の展開（上）

ネ挙げているが, この新購級は「工場制の.採用J によってその形成を促されるとはい£ , それ以前 

に も 「貧銀労働者なる終身的新階級J が存在する—— 金業内分業にもとづ< 親方へ昇進できる職種 

の特定化，親方になるための専門的却識の増大，「原料及び器I具の高価J による親方への道の狭随 

化による一一したがって「工場制の採用J 以前に労働組合が成立できるとなしている。そこで， 

組合成立の第1 条件を彼の言葉でまとめると，つぎのとおりである。

「職工組合の発生には第一に賃銀労働者なる新階級の存在を前提とするものにして其の主たろ 

目的は職業的利益の擁護に在るなり。此点に於て職工組合はクラフト，ギルドがエなる嫩業 

と其の起源を俱にし，職業に関する利益の進涉を主とせると酷似するものと云ふべきなりJ

さらに第2 め条件として,労働者としてのII覚 一 「其の階級に共通なる蓮命」の 自 覚 - ^さ  

らにひろく「人格の自覚J—- 「主従の温情」にひかれず対等め人格として使用者に「き己の権利を 

主張」できるような覚 —— を拳げている。

山県は労働組合の起源を本格的に論じたは,じめての日本の社会政策思想家であり，，プレンターノ， 

ゥェップ両説に学びながらそれに追従することなく，みずからの見解をうちだしたのであって，そ 

の業績は高く評価できよう。 しかしながら，労組合の起源は各国の産業資本主義の形成の特質に 

規定された賃金労働者の形成の特質に応じて# 様であるから一概に論ずることはできまい。それに 

もかかわらず諸見解の対立をみるのは，それぞれが規範的と考える労働組合像の有効性をその歴史 

的現実性によって裏打ちしようとしたことによるのであろう。山県もその例外でないことは，彼が 

前 述 の 「職工組合の起点ニつJ を日本の現状における組合形成の条件としても論じていることから 

もうかがえよう。 このようにみるとき，彼は生産力の増大と労働組合運動とを調和させようとする 

立場から組合の制限的慣行に反対し，19世紀末葉以降の産業的諸条件の変化に適合する組合運動を 

追求し，そのかぎりでは産業则組合へも一定の理解を示しているが，やはり職業別組合主義"^固 

定的なものでなく流動的なものとしての一一を本源的なもの，規範的なものと考えていたというこ 

ができ .る。多くの点においてウニップ夫妻によるプレンターノ批判に同意しながらも，あくまでも 

資本主義体制内の改良をとく社会政策思想家としての立場から，資本至義により親和的な職業別組 

合主義にゥップ夫妻よりもつよい親近感をもったのである。

ところで日本における賞金労働者の形成は， クラプト.ギルドや職人組合の伝統とは多く断絶し 

だ状'ダでなされ，職業的利益にもとづく労働者の回結を容易にするものではなかりた。この意味に 

おいて，山県の労働組合論はその現実的な有効性についてなお問われるべき多くの問題をのこして 

いる。

2 日本の労働組合運勤について

社会政策思想まによる労働組合研究は， -ャ般的な理論と欧米諸国の組合運動との研⑧にとどまる

4 3 (4 8 7 )—
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ことなく， 日本における労働組合連動についての研究にまでおよんでいる。それ(:よ，まず日清戦後 

期の労働組合運動を檢討することからはじまる。 この点については，すでに明治34年に鈴木純一*郎 

が社会政策学会の例会で報告をしているが，その内容は明らかではない。 これを論文によって究明 

しているのは，桑田が明治38年に公けにした「本邦職エ組合ノ1]^^』である。

琴田は前節で、明らかにしたような労働組合論を述べたのちに，イギリスの職業別組合を規範とし 

て日清戦後期の労働組合運動を批判し， 日★における現実的な諸条件のなかでこのような規範的な 

組合をどのように確立していったらよいかを明ちかにしようとする。

まず労働組合の基本的性格について，

r職工組合ハ資本家ュ对シ反抗ノ地位ニ立ッ可ラズ而シチ又諫属ノ関係ヲ保ツ可ラズ此二者ノ 

間ニ在リチ中庸ノ途ニ依ルコトハ職工組合ノ必訣ト云フペシ」

彼は労依f!l組合が労働力商品版売者的な立場に撒することを主張しているのであり， この立場から 

一方では反資本家的組合を，他方では資本に諫属的な組合を批判している。資本家に反抗的な組 

合ニ「社会主義ノ組合J の例として労働組合期成会鉄工祖合を拳げる。

「鉄工組合ノ如キハ社会主義者ノ鼓吹ニ依リチ起リタルモノ ニシチ欧洲各国ニ於チ社会党ノ機 

関タルモノト其成立ノ状態ヲ 一二セリ従ッチ資本家ュ对シ反抗シ気焰ヲ高メ階級享し操ノ念ヲ強 

クスルコトニノミ汲々トシ組合事業其物ニ就チハ見ルべキモノナシJ 

鉄工組合を社会主義にたつ担合とみるこのような主張は当を得ないであろう。桑田は,’社会主義 

を積極的に主張しはじめた片山とみずから対決するようになったこと，片山が鉄工組合の指導者の 

1 人であったことから，この組合への上記のようなr断罪J を行なったのであろう。結成時の鉄工

組合は労資協調; 片山にあっては労資の •■真正の調和」一 -をとなえていたし片山が積極的に

社会：1£義を: 張するようになってもただちに鉄工組合が社会主義を志向したわけではない。強いて 

それをもとめれば，との組合が形式的には存続したが実質的には崩壊していた明治34年以後の時期 

でもろう。 ここでは桑田の強い反社会主義的思想と心倩をのみ読みとるべきである。彼が社会主義 

に反対したからといって資本家に諫厲する組合をもとめたわけではない。諫属的組合としてフラン 

スにみられる「労働者ト資本家トノ共同ニ成ル混合組合J を举げて批判しその日本における例を 

括版エ組合にみている。

「tS-版ェ組合ノ如キハ資本家ノ保護ニ依ツテ成なシ事業ノ経営ハ労働者資本家ノ共同ニ 委 スル

注ひ4 ) 鈴木純一郎r我国労働速動の沿ギ£ _ _ 特に，労働組合如成会及び鉄工組合に旧する閲歴J 明治34ィI U 月18日，社会政

策学会例会における報告。坂本武人r社会政策学会の成立と発展-------策一ID1大会までの経緯-----J (高癒拳/\郎愈日

本近代化の研究』（上〉，昭渊 7年, 所収〉による。なお，この律には社会主義者の片山潜，四川光次郎による*■日本の 

労働迎動J が刊行されている》 '
ひ5〉 養slli働误 r本邦職工組合ノ前途J f国家学会i i 誌J 明治38年 9 月，*•日本労働见働史料！雄 1 巻所収，なお，この論文 

の 媒 藥 iiiの前揭斷こくみこまれ， また「口本将来の職工組合J としてr労働及産業J (友赞会機閲誌）大正4 年 1 
月号に揭載されている。
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ノ傾アルガ故ニ自然ュ資本家二屈従スルコトトナリ組合ノ本色ヲ発揮スル能ハザリシコト猶ホ 

仏国ュ於ケル事例ト其趣ヲ異ょセズ」

そこで，資本家の保護によらない,組合に組織されナこ労働者たちの自主的な事業について検討す 

る。労働諸条件の雜持• 改言を図ることは組合の重要なギ業である。 しかし，そのためには労資 

「協商」が必要であり，「協商」において労資が「対等互角ノ勢力」をもつことが前提条件となる。 

ま た 「磁商J が成立しない場合には労働者は「同盟罷エナル最後ノ手段J にえなけれぱならなく 

なるが，ストライキを行なうには強固な団結，充実した「財力1 1 ,す々れた戦略，戦術が必要であ 

る。ところが，これらは「決シチ発達ノ幼稚ナル本邦職工組合ノナシ得べキコトニ非ザルJ ことで 

ある。 このように判断して彼は労働諸条件の維持• 改善を将来の事業とし，そのための地歩を固め 

る当面の事業として「労働保険」「労働紹介J を拳げる。 ここでいう労働保険とは組合の共済活動 

のことであり， •■我国職工組合ノ経営スぺキfe険J として「疾病及ビ軽易ナル業務炎尼J r業務以外 

ノ災旧及ビ出産死亡J への手当支給を，•またその付随事業として病院, 医師との特約を举げている。 

老齢手当など（失業手当もふくむのであろう）は組合の能力を超えるものとして拳げられていない。 

職業紹介については，紹介者としての組合の信用を得るために組合員資格の設定— 「已ュ徒弟年 

限ヲ終了セルコトJ 「一定ノ年限以上職工ノ業ュ従事シタルコトJ など一が必要であるとしてい 

る。以上の考察から明らかなように，彼が想鲍としたのは，団保交渉による労働)諸条件の維持，改 

善 を 「臨時事業J となし共を活動，職業紹介を「平時♦ 業J となす職業別組合であり，実力のな 

お十分ともなわない日本の組合が当面取組むべき，業として後者を挙げているのでちる。

つぎに，組合め運営について， ‘

•■職工組合ノ統率者ハ労働者3 リ出プルヲ要ス若シ然ラズシを労働者以外ノ人ガ組合ヲ統率ス 

ル トキハ設令ヒ労働ぎ情ニ精通セルモ其思想ャ其感情ャ労働)者ト同一水平線ュッ能ハザルノ 

結果トシチ到底組合ゾ前途ニ横ハル所ノ種々ノ難局ニ処スルコト能ハズ其発達ハ得チ期スべキ

二非ラズJ ゾ

労働者が自主的に運営するイギリスの組合が盛んであり，「労働者以外ノ人」が統率する場合の 

多い— - r社会主義/組合ノ如キハ殊ニ其ノ然ルヲ見ル j — r大陸諸国」の組合が不振であること 

をその例諷としている。また日本の例としては， 日缺觸正会は「一*與例丄であって，蛛エ組合は片 

[11潜を，活版エ組合は鳥ffl三郎を指尊者としていたことを批判的立場から指摘している。

しかしながら，なお自薄の不十分な我国現時ノ職工_ !が r自動的J に組合を組織じ運営する­

とは 「不可能事」 であるので，「我®社会改良家が彼等ヲ鼓舞奨励シ組合発生ノ機運ヲ作ルハ当然 

ノ任務ヲ果ス•^ノ J であるととく。そうではあるが，「社 会 改 家 J は厂組合ノ経営ュ関シチハ之 

ヲ彼等 ,《労働者，引用者）ノ自営ニ-^任シ唯間接ュ之ヲ保護スルヲ以チ満足セザル可ラズJ という限 

定を与えている。労働者が組合を主的に組織し連営できるようになるまでめr社会改良家」の積

一 一 - 4 5 ( « ) —
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社会政策思想家による労働運動論の展開（上）

(16)

極的な役割りをとく点においズかつての高野，房太郎の主張をつぐものであるが，高赚が当座におけ 

る開明的有識者の重大な役割りにもっぱら力点をおいていたのにたいして,桑田は労働者による自 

主がれぶ運営の方へ力点をいくらかすすめている。 とれは, 漸進的ながら労働者の知識水準の向上， 

組纖活動の経験の蓄積がみられたことを反映するもめであろう。蹇旧はさらに組合活動のリ一ダー 

シップを職長層にもとめ，つぎのように述べている。

「彼 等 （労働者• 引用者）ノ問ュハ已ュ工場ノ技手タリ職工長タリ頭目タリ其威望ハ数百ノ職工 

ヲ庄スル二足リ其材幹ハ優ニ組在ノ事務ヲ管理スルム余アル者ナシトセズ是等ノ人ヲ抜イチ委 

スルニ組合ノ統率ヲ以チセバまハllilll創ノ際多少弊言ノ起ルヲ免レザランモ善ク之ュ堪へ数年ヲ 

ま過セバ其効ヲ収ムルコト難キニ非パレペシ」

彼は高賊よりは現段階に'おける労働者のg 主的組織能力を高く評価していたが，その信頼はなお 

職長層までにとどまっていたのでもる。

組運営についてはさらに日清戦後期の活動を分析し問題点として，「役員ノ競争」と•■会計ノ 

素ましJ を挙げている。前者については_組合員間における役員のポス卜をめぐる競争がはげしく，そ 

の弊害を防ぐために組合は「会旗，幹事，委員等J の数を不必要なまでにふやし,'「無益ノ出費ヲ 

ナサザル可ラズJ という事態を招いたことを指摘しているd 後者'としては，組合費滞納，不十分な 

救済想定の施行，収入にたいする支/^の過多,’ 役員賃金の過大，「組合事業其物ヨリモ却ッテ建f業 

執行ノ費用ニ多額ノ出費」を挙げ，これらは「幾多ノ失敗J 「多年ノ辛酸J を経てはじめて克服で 

きると述べている。

最後に立法による誘導について，

「今若シ職工組合法ヲ制定シ組合ノ事業組合ノ活動こ就キ以チ則ルぺキ德準ヲ示シ又特定ノ条 

件ヲ充タシタ場合ュ相当ノ保護ヲ加プルコトトセバ職工組合ハ之ガ刹軟ヲ被リ長足ノ進歩ヲナ 

. ス敢チ難シトセザルベシJ

このように労働組合法め必要をとくのであるが, 労働組合運動の展開に先立ってとの法⑩を制定

することは r大早計ノ識ヲ免レJ ないけれども，日本人のうちには「政府万能ノ思想尚ホ行ハレ社

会有識者ガ千：̂言■ヲ費ヤスモ未ダ人心ュ浸糊セザル事ュシチー片ノ法令ノ為メュ忽チ天下ヲ動カス

コトナ、〉J としないのであり，. それは「必要 / 方便」であると主張する。このように労働組合法の

先ミi 性を主張する点において，ふだたぴ高野房太郎の考えと一 致̂している。桑田はまた工場法の規 
. . . . .

定する労働時間その他の諸条件が缴資の交渉をにつめるさいの-^つの指標になる— 「例へバ労働

時間二関シチ組合ハ十時間ノ制服ヲ要求スルトセンュ法緋ュ於テ已ユ十二時間ノ制限ヲナシタル場 

合ト法雄ハ☆ヲ無制限ュ放ぼシタル場合J とでは大いに興なる—— ことを主張しており，労働者保

法( 1 6 ) 高勁® ;(C郎の労働組合論についてはftkv倍 r織 ]P房太郎と社会政策思想J *'社会科学論 »̂も 昭 離 7年 3 月,を御参 

照いただきたい，

AH490)
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社会政策思想家による労働運動論の展開（上）

護法によって勞資の交渉妥結の内容を間接的に導いてゆく意因を示している。

以上が桑田の日本労働組合運動の特質と♦ 後の方針についその見解の要点である。労働者が労働 

組合—— それほ職業別組合主義を規範とする—— を自主的に組織し，運営できるにいたるまでの 

「社会改良家J および「職工組.，法J の先導的な役割りを激調する点において，日清戦後期における 

高野房̂太郎の主張をつ，ぐものである。 しがし，「社会改良家」の役割りにいっそうの限定をくわえ 

労働者による自ま的運営をより強調している点において，いっそうB んだ主張となっている。 しか 

し他方において，職業別組合を結成できる産業的な基盤は日清戦後期よりもいづそう失われている 

ので，職業別組合主義の主張はいっそう現夷性を失っている。 したがって，後節においで詳論する 

ように，友愛会を結成し指導した鈴木文治は桑田の主張から多くを学んではいるが,現実に運動を 

すすめるうえにおいては，なお異なった理論を必要としたのである。

山県も前掲書において，日本の労働組合運動の歴史と今後の方射についてふれている。歴史につ 

いては桑田よりは客観的に, そしてやや詳細に紹介しているが，今後の方針をもふくめて基本的に 

は桑田と同一の立場を‘とっている。山県のとくに新たな論点は， r欧米の職工組合に傲ひて組織せ 

られたる組合」ニ鉄工組合- . 活版ェ組合などと区別して，「日本在来の同業組合より発達せるものJ 

を挙げていることである。後者については，明治 21〜2 年ごろ結成されて当時なお存続していすこ 

r右エニ十一組合」をその例として举げている。そして, この組合が使用者（請負業者)団体セある石 

ェ組合との間に賃金協定を，さらにクローズド，' ショツプ協定(明治44年 9 月以降) を結んでおり，形 

式的にはすすんだ職業別組合となっているが, その内実は「石工二十一組合」の役員が仕事をさら 

に組合員に下請資をさせてその資金の上前をはねて大きな内紛をひきおこしており，労働組合とし 

ての室質を欠いている, ' と指摘している。彼 が 「日本在来の同業組合より発達せるもの」に着目し 

たのは，前節に述べた彼の労働組合起源論にもとづいてのことである。 しかし,この点における追 

免は，上掲の組合の紹介と批判以上にはすすめられていない。山県はさらに新たに結成された友愛 

会についてふれ，「職工組合としての活動は未だ見るを得J ないが, この団体は’労働組合を指向 

しており，そめ方向にむかって健全な発達をとげていると評価している。

なお, ここで社会政策思想家による日本の消費組合運動についての爱証的研究が，この時期にな 

されていることに注目しておきたい。そ の つ は ，東京高等商業学校調査部デ消費組合ノ調査』明 

治45年，であり，いま一つは高野岩:郎 r本邦ニ於ヶル消費組合国家学会雑誌』大正 3 年 6 , 7 ,  

8 月，である。前者は明治4 3年から4 4年にかけて，東京，大阪，京都,神戸における消費組合運 

励の美態' 調3^したものをまとめたものであり，その結論においてロッチデ一ル原則を規範としな 

がら, 日本の組合運動のおもに速営上における問题点を明らかにしている。後者はドイツの社会政 

策学会が日本をふくむ世界各国の消費組合め調を行なうようにきめたことをきっかけにして,高

i t が座業組合法適用下の購資組合について分祈したものである0 組合構成員の階級‘階膚的甚盤の
- % .
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社会政策思想家による労働運動論の展開（上〉

解明に重点をおいて綿密に分析を行なっている。

つぎに， 日本における労{動組合運動の産業的基盤の特質についての論及を考察する。この点につ

'てもっともすぐれた分析をしているのが, 明治45年なかごろのものと推足される桑田のドイク語
(17)

でかかれた論文「日本の労働運動」である.

桑田は明治42年度の統計にもとづいて， 日本でも工業化がすすんでいるが，摩動機を採用するエ 

場がなお少なく，小規模工場への労働力の分散がなお高いことを明らかにしている。ことに製糸エ 

業，織物工業に注目して， これらの産業においてなお小企養，家内:C業が支配t eでちると指して 

いる。このようになった理由をニつあげ，第 1 は一般的な理由としてr資本不足，技術進歩のひく 

さ，販路のせまさJ すなわち「日本の経済的，工業的後進性J をあげている。第 2 は日本に特有な 

理由として，農業において大借地.農，大地主が比較的に少なくて小規模の小作農(TeilpSchter)と自

作 農 (bauerlicher Eigentumer)が多く，多くのニ業----- •とくに製糸と木綿織物------ は後二者の農民に

よって副業として営なまれていることをあげている。「被等の低廉な労働と彼等g 身によって,つく 

られた廉価な原料（たとえぱ蘭）があるかぎりは，大企業がそれらを根絶する兆はまったくないJ の 

である。そこで，「日本の農業制度が不変のままで，自作與，小作農が存続できるならば,多くの 

工業的活動は，これらの階級の副業としての性格をもちつづけ•，工業的小経営と農業的小経営は手. 

をたずさえてすすむ：i となし，このような状態では労働者階級の階級意識は弱く，晴級闘争は緩慢 

にしか発展しないと述べている。 .

彼はさらに工場労働者の性別構成の国際比較を行ない， 日本でゆ欧州諸国にくらべて女子労働者 

の占めろ比年が格段に高いことを指摘している。その理由として，女子を多く雇用する繊維工業労 

働者の全工場労働者中に占める比率が，そし 't また繊維工業労働者中に占める女子労働者の比率が, 

欧州請国にくらぺて一段と高いことをあげている。 ところで欧州諸国においても女子労働者の組合 

組織率は男子のそれにくらベて低いが， 日本の繊維工業では女子労働者は，「結婚前のはんの数年だ 

け労働に従事するのが普通J なのでちって，資金労働者としての意識はさらに低くなっていると述 

ぺている。 しかし，今後は製鉄業，機械工業が成長して漸次男子労働者の比重を増★ させ，また網 

織物業をのぞく繊維工業においても男子労働者の占める比重が大きくなるであろうと述べ，労働運' 

動への待をここにッないでいる。 '

彼はさらに労働政策にもふれ，工場法が公布されてはいるが施行されていないため，女子労働力 

の使用が無制服になゥていること，治安警察法が労働運動の堯展を阻害しているととを指摘してい 

る。 '

社会政策思想家による日本の労働組合運動の研究が,,現実に展開された運動の分析にとどまるこ

法 (17) Die Arbeiterbewegung in Japan. 桑III一失 編桑 fll熊蔵遗稿集i 昭和9 年所収. この論文は與海軍エ检K/f謙 （明治 

45年 3 〜4 月）にふれているが, 友愛会（同4f i8 月站成) にはふれていないととから，明治45解 I：•ご6 に執策されたも 

のとおもわれる。 '
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社会政策思想家による労働運動論の展開（上）

となく, 日本における組合連動不振の原因を究明することをもあわせて，その産業的基盤および'労

働)政策との関係を解明するととろまで進んできているととは注目に価しよう。なお，山県も前f e書

においておなじアプローチをこころみているが，桑田の研究をぬけでるものではないレ

以上はH本の労働組合運励およびその産業的基盤に'^いての分析であるが,社会政策思想家の多

くは，さらに時論として日本における労働組合の緊急の必要をといている。足 尾 銅 山 大 争 譲 沿

40年 2 月）にさいして，桑田はストライキが労働力商品販売，上 の 「商略」にすぎないと指摘L て，そ

れ を 「一種の罪悪J とする資本夢，政府当局者をつよく批判し, 「同盟罷エをして平和なる:労働巡

勘 と な す 力 」を も つ 「職工組合J の必要をとき，組合の発達が「我国社4 改良上急要なるJ こと 
(18) ' - 

を強調している。 .

明治4 4年から4 5年にかけて東京ホ電争議，吳海軍工廠争議， 日本郵船争譲などが注目されたが,

これにさいして多くの社会政策思想家が発言している。社会政策学会第么回地方講演会（45年5 月

5 日，大阪) において各論者がストライキへの強い関心を示し気貧,桑田が労働組合の必要をどい
(19)

ている。ま た 『新日本J )誌は同年5 月号に永弁柳太郎（早都田大学教授, 社会政策学会員)の労働組合 

必要論をのせ，さちに7 月号において「職工組合の設立は奨励すべき乎J を特集して, 莊田平五郎, 

井上辰九郎の反:対論とともに堀江，関の贊成論をのせている。気貧, 掘江,永井らは資本主義経済 

における労働組合‘ ストライキの必然性をとき，「主従の情館:J 論の時代錯誤であることを指摘し, 

工場法では賃金その他の労働譜条件をめぐる労資の対抗に対処できないとして，ストライキをもっ 

とも合理的に行使する—— 無用のストライキをさけ;役割りをはたす労働組合運動の必耍を锁 

調している。関は労働組合が労働諸条件の維持，改言に有効であるだけでなく， r労働効程の増加J 

を促して資本家, 消費者の利益をむしろ増進すると述べ，組合の教育活励の意義を高く評価し,組 

合運動を「優秀の技能を-有する労働者を作り出す」という生産政策的見地をうちだしながら，1fl合 

結成の必要をといている。

このように多くの社会政策思想家が日本において労働組合を結成する緊急の必要をといたことは, 

新たに労働者回体を結成しようとした鈴木文治をはげましたことはいうまでもない。彼は,.彼等

主:張に学びつつ，なお独自の労働運動論を構築しながら友愛会を結成してゆくのである

'， ， . ：，，，' 
■ ■ ン ： ■. ■

' 3 鈴木文治の労働蓮動論

大正元年8 月 1 日に友.愛会が結成されている。. との会は初期に•は労働組合としてP 現樊的な機他 

をはたすものではなかったが，労働組合を指向する労働者131体であり，急速にその組織を掀大しな

がら，漸進的に労働組合へと成長していった。この会は日清戦後期り労織祖★期成在とともに日本

> i ( 1 8 )をUi熊 歲 r同聽膝 :とIIぬ :糾合J r酣 ^経済雑誌』明制 0年: 5 月, 象n i-づe , 前掲綴!if所収。 -
( 1 9 ) 「社会政饿学会|̂ 5ニ回地方,!,顿会記3|{_1 n il家学会雑誌J 明治45ゴ̂ 7 月。
( 2 0 ) 永非柳太郎rタ他肚合論J r新日本J 明治4S尔 5 月。特 集 •■職:！:組合の設立は奨励すべき乎J 同諷 同 年 7 月，

，. — 4 9 ( 4 9 3 ) — ‘‘
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社会政策思想家による労働運動論の展開（上）

の労働組合運動の起点としてめ意義をもつのであるが，いずれも社会政策思想家によも指導を,’そ 

め成立の契機としているごとが特徵的である。友愛会は社★ 政策思想まである始木文治が組織し, 

指導した0 体であり，多くの社会政策学者が彼をたすけため力ある。

鈴木文治（1885〜1 9 4 6 )は, 明治42年 7月に東京帝国大学法科大学をギ業し, 印刷会社秀英社社員, 

東京朝日新聞社会部記者をつとめたのち，明治44年に日本ュニチリァシ教会にはいらて,そめ機関 

誌 六 合 雑 誌 』の縮集, 同教会会堂' 「惟 -^館J における社会ま 業̂に専心した。との会堂が東京さ田 

の工業地帯にあったことから, 労働者むけり事業として「労働者講習会」を行なうことになったが,

この会合を重ねるな;̂ 、で将来 •■労働組合又は共済組合J となることを指向する労働者の組織の必要

を感じ，大正元年8 月に友愛会を結成した。との会を結成するにさいしては，明治44年から45年に

かけての-^連の争議を契後にしてなされた社会政策思想家による労働組合必要論に励まされたこと

はいうまでもない。友變会結成と同時に桑由を顧問に，堀江，関，高野らを評議員に迎えいれ，「社
(22)

会政策学会の会員諸氏の同情も盛んである」 と述べたのは，社会政策思想との明白なつながりを示

すものである。労働す』;合のすぐれた研究者であった山県も，積極的に給木をたすけている。

餘木は社会政策思想i c たちの援助を受け，また彼等の主張から多くを学んだが，大逆♦件後の労

働運動をめぐるきがしい状況などから判断して，彼等のとくような労働組合をただちに組織するこ
(23)

とは困難であると考え，「暫らく灰該的共済的又は研究的の0 体で満足J しようとした。 とはいえ,

このような暫定的な団体で満足するにしても，それを存立させ発展させるたあには，労働者にたい 

してだけでなく，社会一一とくに政'冶家，官僚，資本家—— Iこたいしても,それを正当化する理 

論なりイデオロギーなりが必要となる。 とれは桑田らの理論がらただちにそのすべてを得ることが 

できなかったので，友愛会の結成，発展のための実践にたずさわるなかで，みずから形成してゆか

なければならなかった。その結果形成された彼のイデオギ一は， 日清戦後期におげる片山清の
(24) ‘

'真正の調和」論にいちじるしく類似したものとなっている。以下,友愛会初期における鈴木の労

働運動論の展開を詳しくおってみよう。なお，初期においては鋒木はとの団体においてとびぬけて 

指導的な地位にあったので，この会の綱領，機 関 紙 『友愛新報』の論説は彼の擎になるもの, ない. 

しは彼の考えを反映したものと判断して論をすすめる。

友楚会の網倾は，（り相冗挟ゆ，（2》識見 • 徳 性 ，技術の向上，（3)協同の力と着実な方法による地位 

の改善, をうたっているが，これだけでは分明で^ いので，『友愛新報』所 載 の 「灰愛会とは何ぞ 

やJ と第2 号 論 説 「資本と労働の調和J とから，その主張をうかがってみよう。 r大ぱの時代」は

法 ( 2 1 ) 友愛会祐成にし、たるまでの鈴木の経歴および思想形成につ、ては，松尾尊梵大正デモクラシ一の研究J 昭和41年， 

に詳しい，

(22) r会報J i*友赞新報J 剑刊チ。なお同紙は総同盟7i十年史刊行委員会編『ガ發新報集成.《昭命39年,として傑刻されて 

いる， ' ' ■
(23) ^^木文沿*'労{勤速動ニ十ギ《1 昭和6律，54頁》木||^も上揭委員会によゥて復刻されている。

( 2 4 ) 他…信りト山潜における労働述動論の展ofjj f社会科学論集J ☆ 御参照いただきたい，

b0(494)
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社会政策思想まによる労働運動验p 展開（上）

「特に殖産興業の方面に於ては, ♦ 後我參の力に俟つべきもの決して少くはない」のであり，「自ら 

起つは自ら尊ぶ所以」という立場から，「本会は, 我等同じ労働社会に生活して居る者が,互に相 

携へて，見聞を広め,，智識も研き，道徳品性の養をも図り，且つ互に相扶け相親睦して，小にし 

ては相互の地位の向上を求め，大にしては進んで我等の力作を通じて，社会国家に足す」ことをと 

く。すなわち, 日露戦争以後のエ藥の発展^~一工場規摸の拡大，新しい生産方法，組織の為入など 

—— に主体的 • 積極的に適合するための生産者としての自己形成をg 主的組織による教育活動をつ 

うじてなすことによって， 日本の国家，産業の発展に貢献し，あわせてま分たちの状態を改參しよ■

うとする。さらに *■生産は資本と労力と相結合して, 初めて出来るものである_ !という見地から,

「資本と労力とは，相親むぺJ きものと主張する。これは片山の「真正め調和J 論とおなじく，分 

配主義的労資協調論とは区別されたものとしての生産主義的労資協調論とよぶべきものである。社 

会政策学者の多くが労働組合運動による労働諸条件の維持，改善が，結局は生ま力の増大と矛盾せ 

ず, むしろそれを促進し，また労資の調和を強めるととくのにたいして，生産主義的労資，調論は，

まず生産者としての自己形成とそれをつうじての生産力増大への貢献をとき，ついでそれを塞藤と 

しでの労資調和と労働者の地位向上とをとくのである。 日露戦争後の急速な工業化の進展にどのよ'

うに対処したらよいか悩んでいた労働者にとって，また生産力増大と労資協調の新しい方法をもと 

めていた開明的な政治家• 官僚，資本家にとって，後者は前者よりも受入れやすいもので•あった。

この生産主義的労資協調論は，あたかもシンフォニーが主題である旋律を反復しながら展開するよ 

うに, 大正 5 年ごろまでの鈴木の主張においてしだいにその内容を.豊かにしながら皮復されてゆく 

. めである。 \

その第1 の展開は，大IE 3年なかごろにおける『友愛新報』 3 号にわたる翁説にみられる。まず 

「労f i 者よ 0 資本家へ丄（6 月15日号）において，労働者の要求として利益分配制度，「職工奨励法J 

(年功加律，養老年金制度) , 公正な職工採用制度（情実廃止，美力試験) , 職員と同' - の待遇，Iなどをあ 

げている。つ い で r資本家より労働者へJ ( 6 月1 日号) において, 資本家の要求として技術の向上，

工場規律の順守，金業への定着，忠誠心などをあげ，最 後 に 「資本と労働との協力J ( 6 月!5日号)に 

おいて，労資が双方の要求を尊S することによって「完全なる調和協力J は可能でちり，この調和 

が生産の向上に役立つと主張している。ここに前述の主遊がいっそう具体化されてV、るのをみるの 

で る が ，ここで示されたいずれの要求も，独占的大企業がのちに採用した労務管理の内容を示唆 

するものであったことは，注目に価しよう。

第 2 0 展開は，『友愛新報』の後継誌『労働及産業』め大正3 年末から4 年はじめにかけての論

説にみられ( I v ま ず 「日本労働者の長所短所」（大正き年I2月号) において，始木は友愛会の活'動， 争

注( 2 5 )この点については，他U1信 f日本機械工組合成立史論J 昭和45年，を御参照いただきたい。
(2 6 )本稿で論及したf労働及産業J の論説は，すべて木り署名のるものである。なお，同誌は上掲委員会と大原社会 

問題研究所との共編で復刻されつつある，
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社会政策思想家による労働運動論の展開(上）

議の調停などの経験をとおしてみた日本の労働者の国民的特質を列举する。工場労働者として村落 

共同体の殼から抜けでることを余儀なくされているものの，労働力商品販売者的意識としての規定 

性をもつ近代的個人主義をなお確立していない日本の労働者の思想‘心情の特質を生産主義的労資 

調和論というプリズムをとおしてで■はあるが，與味ぶかく分析している0 その内容'については本稿 

第 2 部で詳しくふれることにする。つ ぎ に 「労働指導者の教育J ( 4 年 1 月号）において，「最近ES年 

間に大小十三四回の同盟罷エの調停を試みたが, 殆んど其A 九分適迄が，直接に技術家と職工との 

意思感情の棘通を欠いて居ることが原因J であるとの考え力、ら，職員層教まの必要を論じている。 

職員層と職工層とが相互に閉鎖的な集団であり，職員である技師は実;}也の作業と労働者の心情とに 

くらく，さらに職工にたいして特権的，差別的な熊度にでることを指摘して，技卸にたいして「技 

術を以て職工の模範となり指導者とならんこと」，「其人格を以て部下を導くことJ をもとめている。 

さらに r資本家はまら覚るべしJ ( 4 年 2 月号）において，桑E0のとく社会政策の3 方針一し^は国 

家が其法律制度の上よりするもの, ニは労f動者が自助的方法を以てするもの，而して三は資本家エ 

場主が進んで其職工待遇設備を整へるものJ — をあげ，この第3 のものの必要について論じ，摸 

範的な企業内福利制度,を採用している企業としてrァッ ベ教授のツァイスエ場J 「新 田 氏 の ‘製 

革工場」をあげてそれを紹介している。以上において，主題が独^^^的大企業の諸条件に適合した姿 

でいっそう具体的に論ぜられているのをみることができよう。

第 3 の展開は，大正 5 年にはいってからの識説においてなされる。. 「労働者自覚論」（4 月号) に' 

おいて，給木は福旧徳三のr生存権の社会政策J 論に学びつつ，従来の主張に加えてあらたに労働 

運動の論拠づけを，つぎのように行なっている。

「精神的生活と体的生活とを合せ全ふする所の者が是れ即ち人間の生活であって，此生活を 

‘ 全ふし得可き権利を吾々人間は職業の如何に拘らず有って居る，又社会は此生活を各人に全ふ . 

することを保障する義務があると思ふ, 之を最近経贫学者の言葉を仮りて言ふなら;ぱ即ち生存 

権である，世界に於る労働運励の出発点は即ち此点にあるのである。故に労働者は此生活の保 

障を得んが為に菊闘すべく,社会も国家も又此保障を与ふることの為に其政策を樹てるのであ

そして生存権にもとづく要求を実現してゆくためには，労働者は個人としての自覚にとどまらず, 

階級としての自覚をもたなけれぱならないととく。

「労働者の爽力は個人としては智力，体力並に品性道徳の力で, 階級全体としては即ちI3J結と 

いふことである。… 労働者の自覚とは外ではないのであって第一に先づ個人としての自覚で 

ぁる, 觅に第二には階級としての自覚を持たねぱならぬ。労働者は一の階級として共通の利寄 

を才ざって居る。此共通の利益幸福を全うすることを者へないでは,爽は個人としての利益幸福 

注( 2 7 )福m德三の社会政策思想については，別に諭ずる予史である。
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社会政ま思想家による労働運動論の展開（上）

をも全うすることが出来ぬのでもるJ 

つ い で 「資本家自覚論」（5 月号）において，資本まにたいして労働者の人格を尊重し，彼を対ぎ 

の粮手としてこ事に当り，「労働者の結合を嚴認J することをもとめている。この2 論文は, 全保とし. 

てみれば依然として生産主義的労資協調論の枠内にとどまるものであるが，とれまでの主張をこ免 

る新たな艘開をなしている。すなわち，これまでは生産者としてのg 己形成による義務め遂行に力 

点がおかれていたが，今度は新たに労働者としての当然の権利を獲得するためめ階級的団結の必要 

が强調されるようになったことである。そして，ネれを論抛づけるために，桑田の社会政策思想か 

らおけでなく , 新たに社会政策 . 労働運動を生存権論によって根拠づけ,隋极鬪争をいっそう積極 

的に評価する福由の社会政策思想からも学びはじめているの.である。いま一ホで労働組合論を積極 

的に打ち出すとこちまで進んできている。

以上のような生産主義的労資調和論という主題の展開とならんで，労働者の参政権について，ま 

た工場法について論じている。「労働者にも一^票を与へよJ (大正4年 4 月号）において，労働者が納 

U  (消費税をふくむ) と兵役という国民的義務をはたしているにもかかわらず,彼等に選拳権を与え 

ていないことの矛盾を鋭く指摘し，労働者がその労働をとおしてfflまに貢献しており，ま た 「労働 

者の健全なるほ覚は，国家繁栄の基である」と述べて，「先づ■ 家は思ひ切って,選举権め祐張を 

断行せよ」と主張している。

大正 5 年 8 月に工場法施行令, 同施行規則が制定されて同年9 月から工場法が施行されたが，こ 

のときに工場‘法について数度にわたり積極的な発言を行なっている。まず工場法の基本的性格にり 

いて，つぎのように述ぺている。

「勿論工場法なるものは単に労働者保護を以て目的とするものに非ず，国家の産業が全体とし 

て発達することを目的とするものなれども, 社会政策の立場より之を観察するときは,産業界 

の自由競争場裡に於て，当然弱者たるの運命のもとに置かれたる労働者の権利を尊重し，其幸 

福を増進し，以て被等の労働功程を高むると同時に,労働者に対して真に人問らしき生活の保
■ ... ニ . '

証を与ふるものでなければならぬJ 

このように，すぐれて生産政策的な工場法論をとくの力あるが, それは労働者の主休的な*場を 

無視した労働力政策をといているのでなく' , まさにその正反対でもる。この立場から，施行令,施 

行規則制定にたいして政府が資本家の団体に諮問しながら労働者の回体に諮問しなかったことをき 

ぴしく批判し，さらに保護の内容が低水準のものであることを指摘している9 また，「主従の情該」 

論的解釈を批判し, 「元来職工の業務に依る疾病, 負傷，死亡に対する工業主の資任は，決してて 

業主が職：t に対する側隙の情より発する救助ではない。職工の損害に対する赔徽でなけれぱならな

>±(23) •■産業上の3^憲政fill f労働及睦榮J 大正5 年 3 月， 同 r労働者の立場より工場法を評すJ 上揭誌，大正5
部 6 月，同 r漸く樊施期に入れる：I：場法J 上掲誌，大正6 年 0 ル  >

— 5 3 (4 9 / )
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社会政策思想家による労働運動論の展開（上） ’

い。’ ••…•労傅者より見れば，之が請求は当然の権利であって,資本主より見れぱ之が支給は当然の 

義務である」ととを強調している。さらにすすんで，工場法の意図する労働者保護と労働能率の上 

界とは労働組合活動とあいまって有効となるのであり, r吾が友變会の如き多少此問題に対して實 

献せんとして奮闘を試みつつあるものであ；5 が，吾等は此際政府が進んで労働組合法を制定して職 

IIIの0 体運動を法律上証認するに至らんことを希望J している。以上，参政権，工場法についての 

餘木の主張をみたのであるが，いずれも生産主義的労資調和論を国家の政策と労資関係とのかかわ 

りう領域まで拡大して論じたものであった。ニ場法の論議においても，彼はこれまでよりもいっ 

そうつよく労働組合を指向するにいたっている。

節木は大正5 年後半期にいたってはじめて労働組合について積極的に論じている。「労働組合の 

価値及効用J ( 7 月号)，r 日本の国民性と労働運動マ果して日本には労働組合が出来ぬのか」（8 月号） 

がそれである。いずれも， 日本には主従の情館：という学風が国民性としてあるので労働組合は不要 

であり, t た成立しないという労働組合不要論にたいして， 資本主義経済の発展は r主従の情餘」 

の社会的，経済的基盤を崩壊させる一方，労働者のま覚をたかめるのは「事実の間題J であり， 日 

本でも労働組合存立の基盤が形成されてきていると述べて批判をくわえている。また，労働組合は 

ストライキを激イ匕させるという主張を批判して，労働組合はストライキをなしうる実力をそなえる 

ととによってはじめて交渉において資本家と対等の立場にたつのであるが，ストライキはあくまで 

も最後の手段となして，できるだけ平和的な交渉をつうじて要求を実現しようとするので，現実に 

はストライキをかえって少なくする傾きがあると主張している。

ついで労働組合の機能を論ずるのであるが，ま ず 「労働社会の知識の進歩を促すことJ 「道徳品性 

を高むることJ 「労働効程を高むること」など，これまで友愛会の機能としてあげてきたものを,ほ 

とんどそのままうけついでいる。これに加えて労働組合的な機能をあげている。すなわち，（1)「相 

互 の 扶 助 救 済 (2》*■労働市場に規律を与みる事J, 「労働賃銀の統一を期し得るぎJ, (4)「労働争

議の発生する場合に於て，労働者を代表する意見を提出し,以て資本家との間に一政点を見出すに 

努むることJ などである。このうち(2)は労働組合が労働力供給の窓ロとなって仕事の幹旋，紹介を ' 

なすことである。《3)は，「其組合各良に於て夫々労働賃銀が一定せられて居って,傭主も組合労働 

者も共に其規定に従J うようにするととである。これは労働組合による労働力の供給規制と資金な 

ど諸条件についての準則の設定を意味しているのであるが，職業管轄範囲の確定*確保と労働力供 

給制限（徒弟制の維持，徒弟数制限と失業手当制度による）とによる賞金など,譜条件の一方的規制を意 

味するのではない。鈴木は，労働組合活動と生産力増大とを商立させようとする社会政策思想家と 

して，古典的職業組合のおこなう制限的償行に贊成することはできないのである。労働力の供給制 

限を行ないえない，また:は行なわない状況においては，組合が準則を定めても，それを資行するに 

は結局は資本家と交渉をして一あるぱあいにはストライキも，行なゥて一~ •妥結した条件をその内
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社会政策思想家による労働運動iぐの展開（上）

容とすることになる。このような主張は実質的には0 体を渡にもとづく労働協約による双方的提制 

をとく主張のなかへとすすんできているが，なお確な表現を欠いているものでちる。本稿策1 節 

で考察したことにもとづいて述べれば, 桑田，堀江的組合機能論の段階にとどまゥてり，気貧 • 

福田 • 山県的組合後能論にまですすんでいないのでもる。

とももれ，このように労働組合を論ずる.ことによ，て鈴木の生産主義的労資調和論はいちおうそ 

の姿をととのえることとなる。労働組合論を糖極的に示すまでに彼の主題を展開できたのは，友愛 

会の支部 . 会員数が急激に増加したこと，労働者の意識がしだいに向上したこと，鈴木自身か数多 

く争議調停という名目で資本家との交渉にあたったこと，また大正4 年末にアメリカ合聚国の組合 

指導者と交流して多くの刺激をうけたこと，など友愛会の発展とみずからの実践の積み重ねとにも 

づくものであっすこ。 しかしながら，この段階では友爱会を労働組合へと再編成するこころみはな 

されていない。その労働組合の構想は，なお彼の観念のうちにとどまっていたのである。大正6 年 

にはいると，友愛会の活動も新しい段階にはいり，労働組合ぺの再編成のこころみもなされるよう 

f cなり，それに応じて鈴木の労働組合論はさらに新たな展開をみせるようになるが，それを解明す 

るのはつぎの段階での課題である。

(椅玉大学助教授）
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